
 

令和２年度事業報告 

 

理事会の開催 

通常理事会 

日 時 令和２年８月２４日（月） 

会 場 オンライン 

議 題 報告事項 会長及び専務理事の職務執行報告 

     審議事項 第１号議案 令和元年度事業報告 

            第２号議案 令和元年度決算 

            第３号議案 社員総会招集 

            第４号議案 スキー発祥１１０周年事業方針 

 

臨時理事会 

日 時 令和２年８月２４日（月） 

会 場 オンライン 

議 題 役員の再任 

 

通常理事会 

日 時 令和３年５月２８日（金） 

会 場 オンライン 

議 題 報告事項 会長及び専務理事の職務執行報告 

     審議事項 第１号議案 令和３年度事業計画（案） 

第２号議案 令和３年度予算（案） 

 

社員総会の開催 

通常社員総会 

日 時 令和２年８月２４日（月） 

会 場 オンライン 

議 題 審議事項 第１号議案 令和元年度決算 

            第２号議案 任期満了に伴う理事選任（１名） 

     報告事項 第１号議案 令和元年度事業報告 

            第２号議案 令和２年度予算 

            第３号議案 令和２年度事業計画 

            その他 

 

活動報告 

令和２年度事業計画のうち 



 

１、新型コロナウイルス蔓延防止のための緊急事態宣言等による影響への対応、また、インバウンド対

策のための支援要請について 

（１）新型コロナウイルス蔓延防止のための緊急事態宣言等によりスノースポーツについても大きな影響

を受けたことから、自由民主党ウインタースポーツ＆リゾーツ議員連盟を開催していただき（令和 2 年 6

月 3日）、席上、関係省庁に対してコロナ後を見据えた種々の対応を要望。 

（２）年末の予算編成や税制改正に向け、国際観光旅客税の税収が見込めない中ではあるが、創設さ

れた「国際競争力の高いスノーリゾート形成促進事業」の存続、また、期限切れを迎える雪上車等への

軽油引取税の免税措置の継続等を、日本鋼索交通協会とともに同議連や関係省庁に要望。 

（３）インバウンドが全く見込めないうえ、再度の緊急事態宣言等により、スキースクールの大きな比重を

占めるいわゆるスキー修学旅行がほとんどキャンセルとなるなど非常に厳しい状態に置かれたことから、

同議連に緊急総会を開催していただき（令和 3 年 2 月 18 日）、その席上 SIA とともに関係省庁に緊急

要望。また、同議連は緊急決議を採択し官房長官等へ要望活動。 

 

２、スノースポーツへの国内需要の喚起、ソーシャルディスタンスが確保可能なスポーツであることのア

ピールについて 

（１）スノースポーツへの国内需要の喚起のためスキー発祥 110周年事業の推進 

新型コロナウイルス蔓延防止のため記念イベントは自粛、110 周年のシンボルマーク等を制定し全国

のスキー場等に掲出、関系団体個々の活動に 110 周年の冠をかぶせることでスノースポーツ全体を盛

り上げてゆく、具体的には、SAJ の SNOWJAPAN の記者会見の席上で 110 周年のプレスリリースを行

うとともに、渡部暁斗選手をアンバサダーに委嘱、映画「ヒノマルソウル」の支援等を行う。 

（２）安心してスノースポーツを楽しんでいただくため、「スキー場における新型コロナウイルス対応ガイド

ライン」の制定 

関係省庁を含めた検討委員会を設置し、3 回の審議を経て、令和 2 年 10 月 7 日にガイドラインを制

定。その後の事情の変化、内閣官房コロナ対策室の指摘等を踏まえ、令和 3 年 6 月 17 日に改定。内

閣官房の業種別ガイドラインの一覧表に掲載 

 

３、インバウンド増加のための対応について 

（１）ホームページに「国内スキー場一覧」を掲載 

全国のスキー場をエリアごとに分類し、各スキー場のホームページを一覧表に掲載。英語版もあり、

海外発信に寄与 

（２）外国人スキーインストラクターに対する在留資格の拡大 

SIA が認定するアルペンスキー・ステージ 1 以上の資格を有している等の要件を満たす者にたいし、

「特定活動」としての在留資格を付与 

 

 

４、国への要望活動について 

 国への要望活動については 1、に記載。その結果、「国有林野の使用料の減免」に替え、新型コロナウ



イルス対策の家賃支援制度に国有地の地代も含めることで対応。国際観光旅客税の税収がほとんど

見込めない中、「国際競争力の高いスノーリゾート形成促進事業」の予算の確保。軽油引取税について

は延長を確保。GOTO キャンペーンの停止に伴う国費の支払いについて、スキー修学旅行も他と同様

に取り扱うこととされた。 

 

５、冬季オリンピック誘致活動に協力 

 冬季オリンピック誘致については、スノースポーツ振興の絶好の機会であるが、東京オリンピックが延

期されたことから時期尚早の感があり、活動は自重。 

 

６、スキーインストラクターの国家資格創設 

 スキーインストラクターの国家資格創設については引き続き検討 

 

７、ウインターレジャー白書の発行等 

 ウインターレジャーリーグから引き継ぎ、ウインターレジャー白書を発行、引き続き内容の充実に努め

る。 

 

８、交歓会の開催、会員募集 

 新型コロナウイルスのため，関係者の交流促進のための交歓会は開催できず。財政基盤の確立のた

めにも会員募集は喫緊の課題であるが不十分。 

 

９、その他 

（１）スノー業界情報の発行 

 スノースポーツ業界で情報を共有するため「スノー業界情報」を発行。  

（２）新型コロナウイルス感染防止について会員への通知       

 スキー場関連の従業員の寄宿舎でクラスターが発生したことから、観光庁から当協議会に対し、感染

予防対策の徹底についての要請が出された。これを踏まえ、会員各位に対し「新型コロナウイルス感染

拡大防止の周知徹底のお願い」を発出 


